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は
つ
か
い
ち 

議員など特別職期末手当引き上げ 

   大畑美紀議員は反対 

 

 
 

宮浜べにまんさくの湯（宮浜温泉二丁目

8130－31）の健康増進施設としての設置管

理条例を廃止し、観光温浴施設として、現在の

指定管理者（株）Ａ＆Cに売却するものです。

競争入札としなかったことについて市は「地元

から、当社に移譲すべきとの嘆願書が出され、

本市の観光施策と一致するものであり、本市の

契約の指針に基づき総合的に判断し、随意契約

とした」と説明。土地は５千㎡未満で財産の処

分議決要件に該当しないため、建物部分のみの

議案です。 

鉄筋造かわらぶき2階建て 

床面積 1,０３３．９３㎡ 

処分価格 4510万6600円  
関連で、一般会計補正予算として、建

物売払収入とともに土地売払収入 6726

万６千円（2,228.17 ㎡）が計上されて

います。また、売却により補助金返還が

必要となり、国庫補助金返還（平成 21・

26年度分）は293万１千円です。 

条例改正 

意

見

書

 

人
事
院
勧
告
に
基
づ
く
一
般
職
員
の
給
与

改
定
に
準
じ
て
特
別
職
（
市
議
会
議
員
・
市

長
・
副
市
長
・
教
育
長
）
の
期
末
手
当
の
支

給
割
合
を
改
定
す
る
も
の
で
す
。（
６
・
12
月

そ
れ
ぞ
れ
０
、
０
２
５
月
分
引
き
上
げ
） 

 

特
別
職
報
酬
等
審
議
会
の
27
年
答
申
に
基
づ

く
（
一
般
職
員
の
改
定
に
準
ず
る
）
と
の
理
由
で

す
が
、
27
年
度
以
降
、
報
酬
や
期
末
手
当
の
引
き

上
げ
が
あ
り
、
議
員
は
政
務
活
動
費
も
月
額
１
万

円
増
額
さ
れ
て
い
ま
す
。
現
行
額
で
十
分
職
責
を

果
た
せ
る
こ
と
か
ら
、
大
畑
議
員
は
条
例
に
反
対

し
討
論
を
行
い
ま
し
た
。
賛
成
多
数
で
可
決
。 

条
例
に
反
対
し
た
の
は
大
畑
・
田
中
・
藤
田
・

高
橋
・
栗
栖
・
角
田
議
員
の
６
人
で
す
。 

 

宮浜べにまんさくの湯 
 （株）Ａ＆Ｃへ売却 

 

■沿岸部再編運行準備負担金等 1390万円 
沿岸部のさくらバス・ハートバスのルート変更や原線

新設による時刻表作成、バス停新設、車載機設置等。 
 
■保育園管理運営事業     8938万円 
公立保育園での受け入れ拡大による臨時保育士賃 

金追加7731万8千円、他市保育園の広域利用が見

込みより上回ったことによる広域入所施設型給付費

追加1136万３千円や管理運営費です。 

■私立保育園運営事業  
施設給付費追加   2億1437万4千円 

当初の予定人数を上回って受け入れをしたことや、 

公定価格増による追加。 
債務負担行為   令和元～2年度 

■津田小学校給食調理室ドライシステム改修
5100万円 

■吉和学校給食センタードライシステム改修 
改修工事請負費   7641万円 
施工管理業務委託料  391万円 

2か所とも、工事は令和2年に夏休み期間を含めて

行われ、夏休み前後の何日間かは弁当持参の予定。 
■宮島口渋滞対策業務委託料（令和元年度分） 
                4000万円 
■宮島口旅客ターミナル施設付加機能部完成記念
式典業務委託料（令和元年度分）400万円 

主なもの 

特別職の職員等の給与、旅費及び費用弁償に

関する条例の一部を改正する条例 

日米地位協定の抜本的改訂を求める意見書 
（全会一致で可決） 

〈要旨〉 
米軍岩国基地所属の戦闘機が、日常的に世界遺産宮島や廿

日市市街地を飛行し、吉和地域では異常な低空飛行等の訓練

が行われ、住民生活が大きく脅かされている。全国知事会は

「米軍基地負担に関する提言」で日米地位協定の抜本的見直

し、基地の整理・縮小・返還の促進などを求めている。    

日米地位協定は50年もの間、一度も改訂されていない。
全国知事会の提言を重く受け止め、日米地位協定の抜本的

改定に取り組むよう強く要望する。 
 
▶同様の意見書可決は、全国知事会提言（2018年７月）以

降、８道県183市町村に達しています（1月10日現在）。 

意見書２件 
可決 

主要農作物の種子を保全する新たな法整備や

条例制定を求める意見書 （賛成多数で可決） 
〈要旨〉 
主要農作物種子法は、平成 30年 4月 1日をもって廃止

され、法的根拠を失った都道府県では予算措置ができず、

各地域の風土に合った品種の開発・保全をいずれ放棄して

しまうことが心配される。 
国民の食の権利と安全を守り、農業・農村の持続的発展

を維持するために、新たな施策を次のとおり強く要望する。 
１、 国は公共財としての日本の主要農作物の種子を開

発・保全・供給するための新たな法整備を行うこと。 
２、 広島県は、公共財としての主要農作物の種子を開

発・保全・供給するための条例制定を行うこと。 
 
・賛成22 反対４（隅田・大﨑・細田・堀田議員）で可決。  
反対討論細田議員（公明党） 法廃止の際、付帯決議された

ように、財政支援など対策が講じられるため条例等は不要。  
賛成討論大畑議員 廃止に問題があるため付帯決議がつい

た。財政措置には法や条例の裏付けが必要。現在 11道府
県が条例を制定している。 

財産の処分 

一般会計補正予算 

大
畑
美
紀
議
員 

憲憲法法がが生生ききるる政政治治へへ  
２０２０年 

宮島口元旦宣伝 

意
見
書
全
文
は
市
議
会
ホ
ー
ム
ペ

ー
ジ
に
掲
載
さ
れ
て
い
ま
す
。 

３
月
定
例
会
は
、
２
月
25
日
（火
）開
会
予
定
で
す
。
新
年
度
予
算
が
提
案
さ
れ
ま
す
。 

本
会
議
・
委
員
会
・
議
員
全
員
協
議
会
が
傍
聴
で
き
ま
す
。
本
会
議
は
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
配
信
さ
れ
ま
す
。 

 



 

大
畑 

 
①
松
本
市
長
が
掲
げ
た
「
前
市

政
の
継
承
」
と
は
。 

②
市
町
村
合
併
が
市
政
と
市

民
生
活
に
与
え
た
影
響
を
ど

う
見
て
い
る
か
。
ま
た
、
自
治

体
戦
略
２
０
４
０
構
想
に
対

す
る
見
解
を
問
う
。 

③
憲
法
を
政
治
に
生
か
す
こ

と
に
つ
い
て
の
見
解
、
非
核
・

平
和
の
自
治
体
を
つ
く
る
努

力
に
つ
い
て
問
う
。 

 

答
弁 

市
長 

①
自
治
体
ラ
ン
キ
ン
グ
や
市
民

ア
ン
ケ
ー
ト
で
も
高
評
価
な
の

は
歴
代
市
長
が
将
来
を
見
据
え

た
施
策
を
迅
速
に
講
じ
て
き
た

結
果
で
あ
る
。
今
後
も
前
市
長

の
思
い
を
受
け
継
ぎ
発
展
に
必

要
な
施
策
に
チ
ャ
レ
ン
ジ
し
て
い

き
た
い
。
ま
ず
は
４
大
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
（
（
新
機
能
都
市
開
発
、
地

域
医
療
拠
点
整
備
、
宮
島
口
整

大
畑 佐

伯
総
合
ス
ポ
ー
ツ
公
園
再

整
備
に
つ
い
て
開
催
さ
れ
た
ワ

ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
で
は
、
計
画
内
容

に
疑
問
の
声
も
あ
っ
た
。
こ
う
し

た
市
民
意
見
を
聴
く
機
会
は
計

画
の
初
期
段
階
で
設
け
る
べ
き

で
は
な
か
っ
た
か
。
今
後
の
方
針

は
ど
う
か
。 

 

答
弁 施

設
利
用
者
へ
の
ア
ン
ケ
ー
ト
、

ス
ポ
ー
ツ
団
体
・指
定
管
理
者
・商

工
会
へ
の
個
別
聴
取
な
ど
ニ
ー
ズ

調
査
に
努
め
て
き
た
。
ワ
ー
ク
シ

ョ
ッ
プ
（
参
加
者
延
べ
62
名
）
で
提

案
さ
れ
た
ア
イ
デ
ア
を
企
画
・
運

営
す
る
た
め
の
協
議
の
場
を
立
ち

上
げ
る
準
備
を
進
め
て
い
る
。
ワ

ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
で
の
意
見
等
は
、
地

域
の
方
に
広
く
お
知
ら
せ
す
る
。 

憲
法
を
市
政
に
生
か
す
こ
と 

備
、
筏
津
地
区
拠
点
整
備
）
や

宮
島
へ
の
法
定
外
目
的
税
導
入

検
討
に
取
り
組
み
た
い
。 

②
約
束
で
あ
る
合
併
建
設
計

画
の
推
進
で
一
定
の
成
果
は

あ
っ
た
と
認
識
。
自
治
体
戦
略

２
０
４
０
構
想
は
、
全
国
市
長

会
で
「
自
治
体
の
意
見
も
聞
き

な
が
ら
慎
重
に
時
間
を
か
け

て
進
め
る
べ
き
」
等
の
発
言
も

あ
り
、
国
や
地
方
６
団
体
の
動

向
を
注
視
し
て
い
き
た
い
。 

③
地
方
公
共
団
体
は
憲
法
が

目
指
す
も
の
を
具
現
化
す
る

役
割
を
担
っ
て
お
り
憲
法
に
則

っ
て
市
政
に
努
め
た
い
。
平
和

は
人
類
共
通
の
普
遍
的
な
願

い
で
、
市
政
運
営
に
も
平
和
が

基
底
に
あ
り
、
こ
れ
ま
で
の
取

り
組
み
を
踏
襲
し
て
い
く
。
核

兵
器
は
非
人
道
的
兵
器
で
、
絶

対
に
使
用
さ
れ
て
は
な
ら
ず
、

存
在
も
認
め
ら
れ
な
い
。 

大
畑 案

で
は
、
陸
上
競
技
場
を
多

目
的
広
場
に
変
更
し
、
サ
ッ
カ

ー
コ
ー
ト
２
面
可
能
に
す
る
方

向
だ
が
、
フ
ィ
ー
ル
ド
競
技
も

で
き
る
総
合
グ
ラ
ウ
ン
ド
を
失

う
こ
と
は
市
の
ス
ポ
ー
ツ
振
興

策
に
逆
行
す
る
。
サ
ッ
カ
ー
場

の
必
要
性
は
あ
る
た
め
、
サ
ッ

カ
ー
場
整
備
は
別
の
場
所
で
検

討
で
き
な
い
か
。 

 

答
弁 陸

上
競
技
場
は
約
６
割
以

上
が
サ
ッ
カ
ー
利
用
で
、
来
園

者
増
に
は
需
要
の
大
き
い
サ
ッ

カ
ー
コ
ー
ト
を
２
面
運
用
で

き
る
形
の
整
備
を
検
討
。
す

で
に
サ
ッ
カ
ー
専
用
競
技
場

は
あ
り
、
広
大
な
適
地
も
な

い
こ
と
か
ら
別
の
場
所
で
の

整
備
は
想
定
し
て
い
な
い
。 

大
畑 教

員
の
長
時
間
労
働
は
依
然
と

し
て
深
刻
だ
が
、「
１
年
単
位
の
変

形
労
働
制
」
で
は
問
題
解
決
に
な
ら

ず
、
む
し
ろ
長
時
間
労
働
が
固
定
化

さ
れ
る
。
少
人
数
学
級
実
施
、
教
員

増
、
予
算
増
な
ど
抜
本
的
対
策
を
。 

答
弁 少

人
数
学
級
の
実
施
等
教
員
定
数

の
改
善
は
た
い
へ
ん
重
要
で
あ
り
、
今

後
も
粘
り
強
く
国
や
県
に
要
望
し
て

い
く
。
市
教
委
で
は
「学
校
に
お
け
る

働
き
方
改
革
取
組
方
針
」
（
31
年
３

月
策
定
）で
長
時
間
労
働
縮
減
に
向
け

た
取
り
組
み
を
進
め
て
い
る
。 

教
員
の
長
時
間
労
働 

抜
本
的
対
策
を 

佐伯総合スポーツ公園再整備 

大
畑 昨

年
と
今
年
さ
く
ら
ぴ
あ
で
開

催
さ
れ
た
陸
上
自
衛
隊
音
楽
隊
と

市
内
中
学
校
吹
奏
楽
部
の
コ
ラ
ボ

レ
ー
シ
ョ
ン
「
自
衛
隊
ふ
れ
あ
い

コ
ン
サ
ー
ト
」
を
廿
日
市
市
と
市

教
委
が
後
援
し
て
い
る
が
、
経
緯

を
問
う
。
市
民
か
ら
抗
議
が
あ
っ
た

よ
う
に
、
平
和
行
政
と
相
容
れ
な

い
、
こ
の
よ
う
な
催
し
は
中
止
を
。 

答
弁 主

催
者
か
ら
本
市
に
企
画
が
提

示
さ
れ
、
中
学
生
に
と
っ
て
専
門
性

の
高
い
演
奏
技
術
に
触
れ
る
こ
と

が
で
き
る
貴
重
な
経
験
と
な
る
こ

と
か
ら
出
演
し
た
。
ま
た
、
法
律
に

基
づ
い
た
公
益
社
団
法
人
が
実
施

し
、
本
市
の
教
育
、
芸
術
、
文
化
振

興
に
寄
与
す
る
目
的
の
事
業
と
判

断
し
、
後
援
を
し
た
。 

答
弁 

市
長 

市
の
要
綱
に
抵
触
し
な
い
こ
と

か
ら
引
き
続
き
開
催
し
た
い
。 

自
衛
隊
と
の
コ
ラ
ボ
は 

平
和
行
政
と
相
い
れ
な
い 

平成の大合併の問題点 
日弁連の調査で、合併した周辺部の町

村と、人口規模・産業構造が類似した非

合併町村を比較した結果、調査47組の

9割で、合併した旧町村の方が人口減少

や高齢化が加速傾向にあることが判明。

役場などがなくなり、公務員数減少、商

店廃業、事業所閉鎖などが起き、地域が

衰退したのが主な要因だとしています。 

日弁連は自治体戦略2040構想研究

会（総務省が設置）の報告に対し「平成

の合併の検証のないまま、圏域の法制化

のような地方の小規模町村の力を奪い

かねない制度を作ることは問題である」

等の意見書を出しています。 

  

 2003年 2018年  増減率 

吉和 839 661 178減 21.2％↓ 

佐伯 12,678 9,930 2,748減 21.7％↓ 

大野 26,660 29,013 2,353増 8.8％↑ 

宮島 2,109 1,621 488減 23.1％↓ 

廿日市 75,533 76,262 729増 0.96％↑ 

総数 117,819 117,487 332減 0.28％↓ 

地域別人口増減（住民基本台帳による） 

スポーツ公園
駐車場 

陸上競技場は残すべきだ 

現在、試合やイベント時には駐車

場が不足（満車は年30 日程度…市

答弁）。市は「駐車台数確保が最大の

課題」として「調整中」とのことで

すが、大型遊具、サッカーコート 2

面等の再整備により、来園者増を

図るとしているため、駐車場を

少々広げても来園者が集中する

日には駐車場不足がさらに深刻

になるのではないでしょうか。 

 

平成30年度 廿日市市立の学校で 

・月80時間以上時間外労働があった教員 

小学校 延べ192人 中学校 延べ549人 

・長期病欠教員10人 うち精神疾患8人 

12月に「変形労働制」を盛り込んだ改正

教職員給与特措法が成立。年単位の変形労働

時間制は繁忙期に勤務時間を増やした分、夏

休み期間中に休日を増やすというものです。

導入は自治体の判断によりますが、現場から

は問題視する声が上がっています。 

＝ 新 は つ か い ち ＝  
大畑美紀議員の一般質問 

教
育
に
つ
い
て 

新
市
長
に
基
本
姿
勢
を
問
う 


